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Abstract:  

In the past several years, we have conducted fieldwork-based studies 
toward a few dozen of small and medium sized enterprises (SMEs) which 
have a manufacturing site in overseas. In this paper, we strive to analyze 
successful cases and present one model from them based on our research. 
Only academic scholars can establish “model building” from fieldwork-based 
studies. People in business need this kind of model building. However, 
surprisingly we can find very few studies which pay attention to “model 
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要約	 

	 ここ数年、我々は、海外に製造拠点を保有する中小企業数十社に対して、フィールドスタデ

ィーを行ってきた。本論では、それらの調査に基づいて、日系ものづくり中小企業の海外展開

に関する成功モデルを考察し、一つの成功モデルを提示する。実態調査からのモデル構築は、

学術的な研究者でなければ、取り組むことが難しい。また、実務界からのニーズも大きい。と

ころが、この種の研究が試みられることは、驚くほど少ない。	 
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１．テーマと対象 
	  

１−１	 一つの成功モデルの提示 
	 国内のものづくり中小企業に、国際化の大波が到来している。 

	 ご存知の通り、リーマンショックと震災を機に、大企業の製造機能の海外移転は、さらに活

発化している。そして、それに伴い、中小企業では、自動車産業を中心に、国際化が大きな経

営課題となっている。多くの中小企業の主要顧客は、依然として国内の大企業工場だからであ

る。 

	 しかし、波が到来したのは、今回が初めてではない。大企業工場の海外移転は、プラザ合意

以降の長期一貫した傾向であり、円の急騰や内需の低迷といったマクロ環境の短期的悪化を機

に、今回ほどではないにしてもブームとなっていた。 

	 そして、それらの度重なる波に対して、輸出ではなく海外生産という形で波乗りを試みた中

小企業も、少なからず存在する。例えば、精密・エレクトロニクス産業のようなセットメーカ

ーの国内縮小が早い段階で起きた産業では、そういった中小企業を比較的数多く確認すること

ができる。あるいは、内需縮小という受動的な動機からではなく、能動的に海外へ進出してい

った中小企業も、中には存在する。 

	 ここ数年、我々は、海外に製造拠点を設立して十年前後もしくはそれ以上経過している中小

企業数十社に対して、フィールドスタディー（＝インタビュー調査＋現場見学）を行ってきた。

そして、それらの調査を基に、日系ものづくり中小企業の海外展開に関する成功モデルの考察

を試みてきた。本論文では、その考察成果の一部として、一つの成功モデルを提示する。 

	 「実態調査に基づいた分析を抽象化することによってモデルを考察するタイプの研究」は、

実態把握と理論構築の両方のトレーニングを受けたアカデミックな研究者でなければ、取り組

むことが困難なタイプの研究である。また、日系中小企業の海外展開という新奇性の高い現象

においては、その種の研究に対する実務界からのニーズも大きい。ところが、上記のタイプの

研究が試みられることは、驚くほど少ない。「調べた事実を忠実に詳細に紹介する研究」と「既

に存在する他分野の理論（例えば、大企業の国際化に関する理論）を移植する研究」が圧倒的

な多数派、というのが現状なのである。 

 

１−２	 主要な対象：‘日常的な量産製品’に対するサプライヤー 
	 抽象レベルを上げるといっても、すべての企業を対象とするモデルを構築することなど、で

きるはずもない。必ず主要な対象というものが存在する。考察に入る前に、本項では、この論

文で提示するモデルが、どのような特徴を持つ企業を主要な対象としているのか、を明らかに

しておく。 
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	 まず、産業と進出形態についてだが、本論文では、基本的に機械系産業の企業を対象にして

いる。より具体的に言えば、対象は、輸送用機械産業、（通信機械も含めた）電気機械産業、精

密機械産業、一般機械産業に属する企業である。一方、進出形態はついては、製造機能の設置

を含めた進出を想定している。したがって、例えば、販売機能のみの海外進出という形態は、

本論では考慮の対象に入れていない。 

	 次に、規模についてだが、大まかに言えば、国内の従業員数が 50人から 500人程度の企業を

想定している。したがって、いわゆる小零細と呼ばれる企業は、対象とならない。また、例え

ば、自動車産業の 1次サプライヤーについても、その大半は対象外となるだろう。1	 自動車産

業で言えば、主要な対象は 2次サプライヤーである。ただし、他の産業においては、二輪産業

を含め、1次サプライヤーが対象になることが多い。大半の場合、自動車を除く機械産業の 1次

サプライヤーの規模は、部品点数や需要の大きさの関係で、自動車の 2次サプライヤーと同等

かそれよりやや大きい（しかし、自動車の 1次サプライヤーには遠く及ばない）程度である。 

	 ここで注記しておくことがある。それは、規模については‘国内’の従業員数を用いて測っ

ている点である。中小企業が海外に製造拠点を設置する形で成功した場合、現地拠点の規模は

国内拠点を大きく上回ることも少なくない。しかし、そのような企業でも、国内の従業員数が

上記した範囲を越えなければ、今回の議論の対象となる。むしろ、現実には、こちらのケース

の方が多いかもしれない。 

	 一方、業種に関してだが、‘日常的な量産製品’に対するサプライヤーが主要な対象である。

したがって、ものづくり中小企業には、量産品を担当している企業と試作品を含めた一品もの

を担当する企業があるが、後者は対象外となる。また、FA装置や工作機械等の装置およびその

部品を製造する中小企業も国内には数多く存在し、それらの装置の中には量産品であるものも

少なくない。しかし、それらの量産品はリードタイムが極めて長く、自動車のように日常的に

量産が行われる製品ではないことが大半である。そのような非日常的な量産製品のメーカーお

よびサプライヤーも、主要な対象には含めていない。2 

	 最後に、企業の創業年数と進出国についてだが、本論文では基本的に、1980年代以前に創業

した企業を、そして、新興国、特にアジア諸国に進出する企業を念頭に置き、議論を行ってい

る。したがって、ベンチャー企業の海外展開や欧米諸国への展開は、議論の対象外である。ち

なみに、創業年数が長くかつアジア諸国に進出している企業は、上記のような産業・規模・業

                                            
1 ただし、自動車１次サプライヤーの中にも対象に含まれる企業は存在する。例えば、我々が調査したサ
ンプルの中には、国内従業員が 200人弱の１次サプライヤー（エンジン部品等を供給）も存在した。 
2 以上の業種を主要な対象に含めなかったのは、海外展開で成功するポイントが大きく異なる可能性があ
る、と考えているためである。例えば、装置およびその部品を製造するメーカーは、リードタイムが長く、

日々供給をする必要のない製品を取り扱っているため、海外の顧客に供給する場合においても、国内から

の輸出で対応できる余地がある。現地に製造拠点を保有しない成功モデルが存在しうるのである。 
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種に関する特徴を持つ日系中小企業の中では、圧倒的なマジョリティーである。 

	 以上では、次節以降における議論を厳密に行うために、主要な考察対象を絞ってきた。しか

し、以下で提示する議論は、その他の日系ものづくり中小企業にも部分的には当てはまること

も多いし、応用できる部分も多々ある、と思って頂きたい。 

	 また、考察対象の限定には、対象を明確化する意図もあったが、その目的をさらに満たすた

めには、もう少し具体的なイメージを提供しておいた方がよいであろう。以下の議論は、バネ

やネジ、金属パイプ、モーター等の多くの機械製品に使われうる部品メーカーを想定して読ん

でもらうと分かりやすい。本論文では、特に精密バネメーカーの事例を多用する。3 

 

２．持続的な差別化要因 
 

２−１	 ダイナミックな要因による差別化 
	 現地拠点が受注を獲得し続けることは、海外展開にて成功を収めるためには不可欠であり、

受注を獲得するためには、自社の製品・サービスに他社と比べた何らかの差が存在しなければ

ならない。それゆえに、持続的な差別化要因の分析は、成功モデルを考察する上で、必須かつ

第一歩的な内容となる。 

	 海外企業ではつくることのできない微細な製品の提供。壊れにくさ。精度の高さ。納期の厳

守。短納期・・・。過剰品質・過剰サービスという課題は存在するものの、結局の所、日系企

業は、新興国企業の「低価格」に対して、「（何らかの観点で）優れた製品」、「品質保証」、「納

期」等を差別化要因にして対抗している、していくべきである、という主張は、世間的に最も

普及している主張である。 

	 この主張は、あながち間違ってはいない。しかし、日系中小企業の真の差別化要因をピンポ

イントで表す表現にはなっていない。ピンポイントで表現するためには、上記とは異なる切り

口を、というよりかは、さらに上位の分類軸を利用する必要がある。それが、スタティックと

ダイナミックという分類軸である。 

	 スタティックな要因による差別化とは、商談開始前後で‘変化しない’要因に基づいた差別

化のことを指す。別の言葉で言えば、‘商談開始前に既に実在する’要因による差別化、である。

それに対して、ダイナミックな要因による差別化とは、’商談開始前後で‘変化する’要因に基

づいた差別化のことを、より分かりやすく言えば、商談開始時点では実在しないが、‘開始後に

つくり込まれていく’要因による差別化のことを指す。 

	 例えば、同じ‘（何らかの観点で）優れた製品’をウリにして受注を獲得する場合でも、その

                                            
3 なお、本論文では、あくまで我々の解釈に基づいて、事例を掲載している。その解釈は、企業側の解釈
とは異なる場合もありうる。 
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製品の開発が商談前に既に完了していて、いつでも提供可能な状態ならば、スタティックな要

因による差別化というカテゴリーに属する。ところが、「優れた製品を提供可能」という点が評

価されて受注を獲得したものの、肝心の優れた製品は、商談開始後に顧客とのやり取りを介し

て開発されていく、といった場合は、ダイナミックな要因による差別化に該当するのである。 

	 これまでの議論では、上記の分類が考慮されることはなく、そして、暗黙的にスタティック

な要因による差別化のみが想定されることが多かった。もちろん、スタティックな要因による

差別化が行われていることも多い。4	 しかし、日系企業の場合、特に製造業中小企業の場合、

ダイナミックな要因によって差別化が行われているケースもまた多い。そして、実は、企業側

が意識しているかどうかは別として、そのような動的な要因による差別化にこそ、多くの日系

ものづくり中小企業にとっての真の持続的な差別化要因がある、というのが、本論の主張であ

る。 

 

２−２	 量産整流化サービスとプチ製品開発 
	 だが、ひとことにダイナミックな要因による差別化といっても、差別化要因となりうるもの

は、スタティックな要因による差別化同様、複数存在しうるだろう。その中で、海外にて成功

している日系中小企業は、以下の 2点のサービスを高いレベルで提供することを差別化要因に

して、受注を獲得していることが多い。 

	 一点目は‘量産整流化’サービスである。具体的には、「私どもと契約をしてくれれば、期間

が経つにつれて、提供する製品に関する Q（歩留まり等の品質）C（コスト）D（納期）は、徐々

に改善されていきます。そして、その改善効果の一部については、（例えば、一定期間後に販売

価格を値下げするといった形で）御社とシェアをいたします」といったサービスである。この

場合の QCDの向上は、基本的に、製品量産の一連の流れを（ムダな動きを排除したり、交錯し

たモノの流れをシンプルにしたりといった形で）整えることを通じて行われていく。上記のよ

うなネーミングをつけた所以は、この点にある。 

	 もう一点は、‘プチ製品開発’サービスである。ただし、既に前項でも説明したが、製品開発

の中でも、商談開始前に行われるタイプではなく、「商談開始後に顧客とのやり取り等を介して

新製品を開発していく」といったタイプのサービスが、このサービスに該当する。なお、日系

中小企業の新製品開発は、全く新しい製品を開発するのではなく、既にある製品をアレンジも

しくはカスタマイズするといったタイプのものである。そういった意味で‘プチ’なのである。 

                                            
4 組織能力等の‘差別化要因を生み出すために必要な要素’に関する議論においては、静態的と動態的と
いう分類がなされている研究もある（例えば、藤本（1997））。しかし、差別化要因を生み出すための要素
と差別化要因自体は、異なるものである。そして、顧客へのアピールポイントや差別化要因といった分野

においては、少なくとも中小企業の海外展開に関連する分野では、我々の知る限り、こういった分類がな

されることは、ほとんどない。 
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	 以上の 2点は、基本的にセットであることが多い。その理由は二つある。一つは、量産整流

化の効果が最も大きいのは新製品・新モデルの立ち上げ直後だからである。新しい製品をつく

る際には、既存の製品のカスタマイズであっても、量産プロセスに何らかの新奇性が付け加わ

る。その新奇性が量産プロセスを淀ませる。また、そのような新製品・新モデル立ち上げ直後

の量産の仕事は、新モデル・新製品の開発に関与した企業に任されることが多い。これが、も

う一つの理由である。例えば、スライド式携帯電話の新モデルで使用されるバネの注文が、そ

のバネ（例えば、スライドしやすいが、カチッと止まるという今までにない機能のついたバネ）

の開発に関与したバネメーカーに任される、といった話は容易に想像がつくだろう。 

	 商談開始後に行われる‘プチ製品開発サービス’と‘量産整流化サービス’。こういった形で

言葉にすると目新しく見えるかもしれないが、実は、日本の製造業にとっては極めて馴染みの

深いものである。この二つのサービスは、大半の日系量産サプライヤーが国内にて顧客企業に

対して昔から提供し続けてきたサービスだからである。この点については、日本の系列サプラ

イヤーの特徴に関する周知の指摘を回顧すれば、すぐに理解できるのではないだろうか。日本

の系列サプライヤーは、単に提供された設計図通りに部品をつくる（＝貸与図方式）だけでな

く、設計図づくりに対しても提示されたラフな設計図を具現化する形で関与し、それをセット

メーカーに承認してもらう形（＝承認図方式）で量産を開始することも多かった。一方、いわ

ゆる日常的なカイゼン活動は、まさに‘量産整流化’活動の大部分を占める活動である。5	 本

論では、承認図形式やカイゼン活動といった生産現場に関する研究でよく用いられる概念で表

される現象を、差別化要因となりうる形に変換したに過ぎない。 

	 しかし、ここで強調しておきたいことがある。それは「国内では多くの中小企業で観察され、

ある意味当たり前と思われているこれらの活動に基づいたサービスが、海外では中心的な差別

化要因となっている」という点である。成功している日系中小企業の多くは、プチ製品開発と

量産整流化を最大のウリにして、継続的に受注を獲得しているのである。 

	  

３．現地拠点に必要な要素 
 

３−１	 製品・工程アレンジ能力 
	 差別化要因となるサービスを特定しても、「なぜ成功している日系中小企業は、そのサービス

を提供できるのか」を、そして、「なぜローカルメーカーを中心とした他国の企業は、同等のサ

ービスを提供することが困難なのか」を説明しなければ、成功モデルを明らかにしたことには

                                            
5 貸与図方式と承認図方式という分類、および、日系サプライヤーの日本国内における製品開発や量産整
流化への関与の実態については、例えば、浅沼（1997）第 6章が詳しいので、そちらを参照してもらいた
い。 
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ならない。また、「ポテンシャルの高い製品を保有していても、実際の売上にはつながっていな

い」という現象が象徴例だが、明らかな差別化要因を保有しているだけでは、実際の受注獲得

につながらないことも、十分にありうる。「なぜ実際に受注を獲得することができるのか」、「そ

もそもプチ製品開発と量産整流化に対する需要は、かなりの規模存在するのか」、といった問い

に対しても、ある程度触れる必要はあるだろう。本節と次節では、海外現地拠点に必要な要素

およびそれらの要素を揃えるためのシステム的工夫を議論する中で、それらの疑問を払拭して

いく。 

	 前節で述べた差別化要因によって成功するためには、少なくとも以下の三つの要素を海外現

地拠点に揃えておかねばならない。別の言い方をすれば、上記の差別化要因に基づいて成功し

た日系中小企業の海外現地拠点は、共通して以下の三つの要素を揃えている。 

	 一つ目は、製品と工程をアレンジすることに関するハイレベルな能力、である。 

	 どのような製品であれ、‘プチ製品開発’と‘量産整流化’は、設計図（＝製品設計）と生産

プロセス（＝工程設計）の一方もしくは両方に何らかの変更を加えることを通じて、行われる。

例えば、「今までより小さく、スライドしやすく、スライド後にカチッと止まり易いスライド型

携帯電話用バネをつくってくれ」と依頼された場合、バネの構造や素材に変更を加えたり、材

料の成形、切断、研磨等の加工のやり方を変更したり（これには、機械や治工具の改造および

セッティングの変更も含まれる）、その間の運搬・保管といった作業を変えたり、（ある作業を

省いたり、付け加えたりすることを含め）それらの一連の作業の順序自体を修正したりするこ

とによって、依頼に応えていくのである。既に生産したことのあるバネの品質やコスト、生産

スピードを改善する際も、同様である。それゆえに、ハイクオリティーな‘プチ製品開発’サ

ービスと‘量産整流化’サービスを海外にて提供するためには、現地拠点で製造する製品の設

計および海外拠点の製造工程をアレンジする卓越した能力が不可欠なのである。（ちなみに、

我々は、この製品・工程アレンジ能力を日系ものづくり中小企業のコアコンピタンスだと考え

ている。） 

	 ただ、ここで主張したいのは、製品・工程アレンジ能力の必須性というより、むしろ、次の

３点である。いずれもこの能力の内実をより明確にするための主張である。 

	 ①：あくまで、既存の製品および既存の生産工程を‘アレンジ’する能力。‘一から’製品設

計あるいは工程設計を行う能力でも、それらの設計を‘抜本的に’変更する能力でもない。（つ

まり、所謂大企業の優秀な研究開発者やエンジニアからは、想起されるような能力ではない。） 

	 ②：製品をアレンジする能力と工程をアレンジする能力はセット。‘プチ製品開発’は製品ア

レンジよって、‘量産整流化’は工程アレンジによって、それぞれ行われる、という対応関係で

はない。例えば、既存製品のコストカットというサービスは、素材の変更といった製品アレン

ジによって行われることもあるし（＝製品アレンジが量産整流化に貢献するケース）、また、装
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置のセッティングを変更することによって、製品構造の縮小がはじめて可能になるといったケ

ース（＝工程アレンジがプチ製品開発に貢献するケース）もあるだろう。 

	 ③：アレンジの対象は製品や工程の‘様々な’部分。製品構造や作業工程の‘特定の部分’

だけを常に変更するわけではない。この点については、製品・工程アレンジ能力と技術あるい

は熟練との違いを明確にする目的で記載した。ものづくりにおける技術とか熟練という言葉に

は、「超微細切削加工技術」や「ビス止めの熟練工」といった形で用いられることが多いことか

らも分かるように、‘特定の’‘物理的な作業’を行う上での卓越した能力、といったイメージ

が付き纏う。その一方で、製品・工程アレンジ能力とは、自社が担当する製品の構造や製造工

程を、顧客の要望に応えることを目標に‘トータルな視点で’アジャストメントする能力を指

し、その能力のキーポイントは、アジャストメントの方法を‘発想する’ことにある。（したが

って、特殊技術はなくても、製品・工程アレンジ能力は保有している、といった状況はありえ、

実際にそういった日系中小企業は多い。） 

	  

３−２	 カスタマー・エンジニアコーディネーター 
	 製品・工程アレンジ能力は、ものづくり（＝製造＋開発）現場の能力である。それゆえに、

ものづくり中小企業が成功するためには、必須の能力である。だが、たとえものづくりの観点

からは高い難易度のアレンジであっても、そのアレンジが顧客の要望につながらなければ、ハ

イクオリティーなサービスとはならない。せっかく現場に高い能力があっても、宝の持ち腐れ

となってしまう。 

	 海外現地拠点に揃えておかねばならない二つ目の要素は、カスタマー・エンジニアコーディ

ネーターである。なお、ここでは‘エンジニア’という言葉を、一般的な意味とはやや異なり、

‘アレンジャー’に近い意味で用いている。本論でいう‘エンジニア’には、工程アレンジを

担当する人だけではなく、製品をアレンジする人も含まれる。また、既に説明したように、工

程アレンジには、生産プロセス全体のアレンジだけでなく、各作業の細かな変更も含まれる。 

	 顧客のニーズに関する情報を現場のエンジニア陣に伝えることは、言うまでもなく、カスタ

マー・エンジニアコーディネーターの役割の一つである。「もっと重量を軽くしてくれ」、「組み

付け易いように、〇〇の構造をもう少し××にできないか」、「来月からうち製品を 10％値下げ

したいから、おたくの部品の単価も 10％程度下げられないか。それは、今までより安い□□社

の材料を使うことで、達成できるのではないか」・・・。そういった顧客側からの細かく多様な

情報をエンジニアに直接伝達することはもちろんのこと、エンジニアにとって理解しやすいよ

うな言葉に翻訳したり、エンジニアと顧客がフェイスツウフェイスで会う場をセッティングし

たり、両者の感情面の衝突を緩和したり等の、伝達が容易かつ活発になるような手配りをあの

手この手で行うことも、その役割の中に含まれる。 
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	 しかし、コーディネーターの役割は、それだけではない。逆の情報の流れ、つまり、現場の

ポテンシャルに関する情報を顧客へと伝達する作業およびその手配りもまた、コーディネータ

ーのもう一つの大きな役割である。顧客は自社の現場の内情をよく知らない。それゆえに、実

現不可能な要望を提示してくることもままある。そのような無理難題を受けた際に「出来ない

ことは出来ない」とはっきり伝える、といった役割である。あるいは逆に、顧客が内情を知ら

ないために、要望が現場のポテンシャルを使い切れていない段階でとどまっている場合もある。

そのような場合には、例えば、「この部分をこの素材にかえて、構造をこうすれば、製品の耐久

性を変えずに、単価を 5％下げ、納期も 1日早めることができますよ」と、伝えてあげる。それ

もコーディネーターの役割である。 

	 ‘プチ製品開発’も‘量産整流化’も、顧客と現場（エンジニア）との間の濃密なインタラ

クションを通じて、成し遂げられていく。インタラクションを介した相互創発的な営みにこそ、

ダイナミックなサービスの本質的な強みがあり、そこにスタティックなサービスとの違いを生

み出す一因がある。6	 そのような営みを活性化・濃密化するために、コーディネーターが必要

なのである。 

 

３−３	 企業家的商人 
	 前の二項では、製品・工程アレンジ能力、カスタマー・エンジニアコーディネーターと、も

のづくり現場に近い順序で、説明をしてきた。三つ目の必要要素は、現場からさらに離れる。

企業家的商人である。 

	 企業家的商人とは「新規受注の開拓を積極的に試みる、商談に対する相当な権限を委任され

た、営業マン」である。ここでいう新規受注には、新しい顧客からの受注だけでなく、既に取

引している（あるいは、したことのある）顧客から新しい契約を獲得することも含まれる。後

者の典型例としては、既存顧客が新モデルで使用する部品に関する新規受注等が挙げられる。 

	 新規受注を継続的に獲得することは、‘プチ製品開発’と‘量産整流化’サービスを差別化要

因にする戦略で成功を試みる場合、不可欠となる。それらのサービスに対して大きなニーズが

存在するのは、一般的に、新製品および新モデルの立ち上げ期だからである。製品のライフサ

                                            
6 生産管理論もしくは製品アーキテクチャー論においては、「製品および工程をアレンジすることによって
‘プチ製品開発’および‘量産整流化’サービスを提供していく」というプロセスを表現する言葉として、

‘擦り合わせ’という概念がよく用いられる。この概念は、企業の現場においても、かなり普及している。

しかし、本論文では、あえてその概念を使用しなかった。その理由は三つある。（１）‘擦り合わせ’とい

う概念は、「どのようなサービスを顧客に提供するための行為なのか」という点を明確にしないまま用いら

れることが多い概念だからある。（２）加えて、「具体的に何をいじることによって‘擦り合わせ’が行わ

れるのか」を明確にされずに用いられることも多い。（３）最後に、‘擦り合わせ’という言葉は、イノベ

ーティブさに欠ける。アレンジによって提供されるサービスは、プチではあるが、創造的なサービスであ

る。 
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イクルの後期になればなるほど、量産プロセスは確立されていく。そうなると、追加的に整流

化することによる効果は、小さくなっていく。一方、プチ製品開発の需要が各モデルの立ち上

げ期だけにしか存在しないのは、言うまでもない。 

	 日系ものづくり中小企業は、特に自動車やオートバイ関係のサプライヤーは、主要顧客から

勧誘を受けて海外進出するケースが多い。それゆえに、進出初期は「受注に困る」ということ

が、あまりないかもしれない。しかし、上記のことを考えると、やはり、長期的には、他の企

業と同様に、新規受注を獲得する必要が出てくると思われる。 

	 新規受注が果たす役割は、現地拠点の存続に不可欠といった消極的な意味においてだけでな

く、企業を拡大する上でも、大きい。しかも、海外では日本国内に比べて新規顧客を獲得する

余地も大きいため、後者の役割の重要性は、さらに大きくなりうる。 

	 国内と比べて海外では新規顧客の獲得が容易となる原因は、二つある。一つは、国内では強

かった系列取引のしがらみが、海外においては極めて弱くなるからである。実際に、系列関係

が最も強い自動車産業においてさえ、海外では「T社系列のサプライヤーが、N社関連の仕事を

獲得する」といったケースがいくつも存在する。7 

	 もう一つの原因は、海外では日系企業だけでなく、他国企業も潜在的な顧客層に含まれてく

る、という点にある。‘プチ製品開発’と‘量産整流化’に対するニーズは、日系企業にだけで

なく、他国の企業にも存在する。新製品開発競争が激化する近年においては、そういった非日

系からの需要は、ますます大きくなっている。8 

	 他国企業から受注する場合、「企業間の垣根を越える際に生まれうる供給面での問題が、より

いっそう大きく立ちはだかるのではないか」と思われるかもしれない。しかし、この障壁は、

本論で提示するモデルを採用する企業にとっては、実は一般的に思われているほど高くはない。

商談開始後に擦り合わせの機会を設けており、しかも、これまでの経験ゆえに擦り合わせ能力

にも長けているからである。 

	 現実においても、日本の中小サプライヤーが海外に出たとたん、欧米等のセットメーカーか

ら部品の受注を獲得した、という事例は、数多く存在する。一つだけ挙げると、ここまでで度々

紹介してきたスライド式携帯電話用バネの受注も、誰もが知っているヨーロッパの大手通信機

器メーカーからの受注であった。 

                                            
7 我々の調査サンプルにおいても、そのような企業は含まれている。例えば、中国にて自動車用ワイヤー
ロープを製造している 2次サプライヤーは、もともと国内では T社の 2次サプライヤーであったが、海外
では、T社の１次サプライヤー以外の企業とも取引をしている。しかも、取引相手は日系だけでなく、ま
た、その数も 10社近くにのぼる。 
8 ここまででたびたび例として挙げてきたバネメーカーでは、次のような話を聞いた。「取引を考えている
欧米顧客企業の人々が、このメーカーの現地拠点の製造現場に見学にくる、といったことが日常的にある」

という話である。欧米企業でも、契約を結ぶ際に、「‘量産整流化’や‘プチ製品開発’を行う能力をどの

程度保有しているのか」を考慮用件の一つに入れている可能性がある点を示唆する話である。 
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	 いずれにしても、新規受注の獲得は、海外での長期的な成功には、必須の条件である。そし

て、それを成し遂げるために、現地拠点における企業家的商人の常駐が不可欠なのである。新

しい受注を獲得するためには、自社のポテンシャルを顧客に伝える活動を行わねばならない。

‘プチ製品開発’と‘量産整流化’といった商談前に顕在化していない分かりづらいサービス

を差別化要因にするなら、なおさらである。例えば、「現地の展示会に何度も参加する」といっ

たことを、あるいは「現地の顧客企業にオフィシャルな営業をかけるだけでなく、非公式的に

も関係を構築していく」といったことを、相当なエネルギーをかけて行っていかねばならない

が、その中心的実行者兼旗振り役が企業家的商人なのである。また、そういった活動が実って

商談が舞い込んできた後、契約成立の形に持っていく際にも、企業家的商人の常駐は大きな役

割を果たす。距離のある日本本社にいちいちお伺いしていては、成立する商談も成立しなくな

るからである。IT化した時代においても、地理的距離の遠さは、依然として、情報のインタラ

クションのスピードを遅め、正確さを低下させ、その結果、意思決定のスピードを鈍らせ、誤

らせる要因なのである。 

	 以上、本節では、現地拠点にて必要な要素について説明してきたが、最後に追加的に強調し

ておきたいことが二点ある。一つは「一人の人物が、複数の要素を兼任しても構わない」とい

う点である。現実においては、そのようなケースも多い。例えば、我々の調査においては、現

地のトップが商人とコーディネーターの役割を兼任しているパターンをよく見かけた。 

	 もう一つは、上記の三つの要素は「三つ総てが揃うことによって、はじめて成功につながる」

という点である。企業家的商人が受注を獲得してくるからこそ、高い製品・工程アレンジ能力

を生かす場が生まれる。カスタマー・エンジニアコーディネーターが存在するからこそ、商談

開始後のインタラクションにおいて、アレンジ能力を顧客の満足につなげることができるよう

になる。そして、高いアレンジ能力が存在し、かつ、その能力について深く理解をし、顧客に

伝える術に長けているコーディネーターの力を随時借りることができるからこそ、企業家的商

人は、自身の活動を受注の獲得につなげることができるのである。 

 

４．要素を供給するためのシステム的工夫 
 

４−１	 国内で育成したアレンジ能力の積極的利用 
	 前節では、成功する上で現地拠点に必要な要素を指摘した。しかし、必要な要素を明確に把

握していたとしても、それを揃えるための仕組みが存在しなければ、絵に描いた餅である。本

節では、現地に要素を揃えるためのシステム的工夫について、考察をしていく。始めに行うの

は、製品・工程アレンジ能力を揃える工夫に関する議論である。 

	 アレンジ能力に限らず、ある要素を現地に揃えるためのアプローチについては、「市場から調
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達し、それを利用するか」それとも「自社で育成し、それを利用するか」という軸と、それら

の調達または育成を「現地で行うか」それとも「現地以外の国で行うか」という軸の二軸によ

って、４つに分けることができる。海外拠点の数が少ない中小企業の場合、「現地以外の国」に

ついては「日本」と置き換えても差し支えない。 

	 中小企業にとっては「調達」というアプローチは、現実味にかけるものである。即戦力とな

るエンジニアを、ネームバリューや福利厚生、賃金が相対的に低い中小企業が採用することは、

やはり難しいからである。この点は、エンジニアの供給量が少ない新興国においてだけでなく、

日本においても同様である。9	 したがって、実際には「現地で育成し、それを利用するか」、「日

本国内で育成し、それを利用するか」の二択の問題となる。 

	 近年、日系企業の国際経営に関する研究においては、技術や熟練といった相対的に育成に時

間のかかる要素に対してさえ、現地での育成をテーマとする議論が活発化している。マザー工

場論の活発化は、その象徴例である。しかし、少なくとも中小企業における製品・工程アレン

ジ能力に話を限定した場合、海外現地拠点での育成は、極めて困難であると思われる。 

	 エンジニアを育成するシステムは、大まかには、現場型と研究室型の二つに分けることがで

きる。 

	 現場型とは「ものづくりの現場にて、日々の製造活動の中で、オペレーションをこなしつつ、

トライ&エラーを繰り返しながら、工程や製品をアレンジする術を学んでいく」というタイプの

育成システムのことを指す。トヨタの製造現場のイメージは、その象徴例だが、製造現場だけ

でなく、開発現場においても、現場型は存在する。例えば、試作や製造の現場に通いながら、

バネの素材や形状を細かく変えることを試してみる中で、「この素材だと耐久性は高まるが、ス

ライドは滑らかになりにくくなる」、「この形状をだすためには、機械のセッティングをこうい

う風にすればよい」といったロジックを蓄積していく、というような場合、現場型に該当する。 

	 他方、研究室型とは「現場の日々の製造活動とはかけ離れた所で、抽象的な理論や知識を獲

得することによって、工程設計や製品設計の術を学んでいく」というタイプの育成システムを

指す。ちなみに、そのような理論・知識を獲得する場には、企業内部の研究室での業務時間だ

けでなく、大学等の企業外における機会も含まれる。一般的に、大企業の、特に欧米大企業の

エンジニアや製品開発者は、こちらのタイプで育成された人材であることが多い。 

	 中小企業では、資源の制約上、現場型のみを採用せざるを得ない。採用の環境上、企業の中

に抽象的な考察が得意な人材がそれほど多くない、というのが実状であり、また、数少ない人

                                            
9 この点を象徴しているのが、‘二重労働市場’という言葉の存在である。我々は中小企業の国内拠点に
対しても 100社近く訪問を行ってきたが、それらの企業へのインタビューに基づいて考える限り、中小企
業と大企業とでは採用のパイが異なる可能性が高く、そして、中小企業では依然として即戦力となる優秀

なエンジニアを採用することが相対的に困難である可能性も高い。 
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材やカネを日々の製造活動と独立した所へ投入することも難しいからである。 

	 一方、現場型によって育成を行う場合には、それを成立させるために満たさねばならない条

件が存在する。それは、現場従業員（≒ブルーカラー）の長期雇用という条件である。10 

	 長期雇用が条件となる原因は二つある。一つは、一見すると汎用的に見える工程や製品でも、

企業間によって微妙な違いが存在する、という点にある。 

	 同じようなパーツをつくっているメーカーの似たような工程においても、使用される機械や

道具については違いが見られる。機械を内製している企業間ではもちろんのこと、たとえ、同

じメーカー製の同じモデルの機械を使用している企業間であっても、治工具や製品の搬入口等

が微妙に改造されているために、違いが見られるのである。しかも、そのようなカスタマイズ

の度合いは、アレンジの経験が多く、アレンジ能力の高い企業ほど、大きい傾向にある。装置

のカスタマイズとは、過去のアレンジの経験が具現化されたものだからである。 

	 以上の議論は、資本集約的な工程だけではなく、例えば、組立工程のような、労働集約的な

工程においても、さらには、工程設計だけでなく、製品設計にも同様に当てはまる。同じよう

なバネをつくっているように見えても、製品の構造や組立作業の手順には企業によって微妙な

違いが存在するのである。しかも、アレンジが活発な企業においては、それらの製品構造や作

業工程は、日々細かく変化していく。 

	 まっとうなアレンジを行えるようになるためには、当然のことながら、その対象である工程

や製品について細かな所まで熟知しておく必要がある。行われた製品や工程のカスタマイズに

ついても「それにどういった目的があり、どういった効果が存在するのか」をある程度理解し

ておかねばならない。しかし、同業他社の現場での経験では、そういったことについての蓄積

を行うことはできない。それゆえに、長期雇用が必要なのである。 

	 長期雇用が不可欠となるもう一つ目の原因は「アレンジ能力を育成するためには、その企業

が担当している工程や製品構造の‘全体’をある程度知っておくか、もしくは、他の作業担当

者と濃密にコミュニケーションをとらなければならない」という点にある。 

	 自分の担当する工程や作業について熟知しさえすれば、目的に適合したアレンジを行えるよ

うになるわけではない。製品の各工程や製品構造の各部分は、他の工程・構造と有機的につな

がっているからである。一つの工程・構造をいじれば、別の工程・構造に何らかの影響が出る

といったケースが頻繁に存在する。より建設的に言えば、自分の担当工程・構造をアレンジす

る際にも、周りの工程や製品構造のことも考慮に入れた方が、望ましいアイデアが出てくる可

                                            
10 本論文でこれから示す「生産の仕方の工夫を現場従業員が行うには、長期雇用というシステムが必要で
ある」ロジックと同様のロジックは、小池（1985）においても議論されている。同著では「クラフトユニ
オンから内部労働市場が現われるプロセスを学術史的に記載する」という形で、上記のロジックが記載さ

れている。 
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能性は高まる。例えば、「素材を〇〇に変えて、自社の工程の工具を××に変え、隣の工程で△

△の処理を加える」といったように複数の工程・構造アレンジをセットにすると、単一工程・

構造のアレンジでは不可能なことができるようになる、といったような場合も多い。	  

	 複数の異なる工程や作業を実際に担当することは、現場従業員が工程や製品全体を理解する

ための一つの有効な手段である。しかし、企業を渡り歩くことによって、それを達成すること

は難しい。現実的には、同一企業内でのジョブローテーションが唯一の手段であると思われる。

当然のことながら、ジョブローテーションを行うためには、長期雇用が不可欠である。 

	 ただし、自分自身が他の工程・作業を体験していなくても、他の工程あるいは製品設計作業

を担当する人々と濃密にコミュニケーションを採ることができれば、上記の問題は解決できる

可能性がある。だが、濃密なコミュニケーションが採れるようになるためにも、やはり、その

相手と長い期間共の働く経験が不可欠となる。したがって、結局、長期雇用が必要になってく

るのである。 

	 ところが、その現場従業員の長期雇用を実現させることが、海外現地においては、極めて難

しい。その最大の原因は、労働市場の特徴にある。ご承知の通り、新興国の現場従業員に関す

る労働市場の流動性は極めて高い。我々の調査においても、現地拠点の離職率が（年ではなく）

月に 5％を越える、といった企業が多々あった。11	 もちろん、企業側の努力によって、環境側

の特徴に逆らうことは不可能ではない。例えば、先行投資と割り切って、福利厚生や賃金を充

実させることによって、新興国においても極めて低い離職率を実現した日系大企業は、実在す

る。だが、この手段についても、資源の乏しい中小企業にとっては、やはり現実的ではない。	  

	 中小企業にとって製品・工程アレンジ能力を‘現地で’育成するのは、難しい。本項では「日

本国内で育成してきたアレンジ能力を、何らかの形で利用せざるをえない」ことを主張するた

めに、この点を長々と説明してきた。だが、このように回りくどい消去法的な理由だけでなく、

もっとダイレクトでポジティブな理由も存在する。「歴史の長い国内拠点には、育成に時間のか

かるアレンジ能力の蓄積が多大に存在する」という理由である。膨大な蓄積が既に存在するな

らば、それを利用しないのは、もったいない。 

	 実際に、我々が調査した成功企業においても、そのほとんどが「国内で育成した能力を利用

する」アプローチを採用していた。 

 

                                            
11 訪問調査では、「現地にて雇った労働者は、費用をかけて日本に研修に行かせると、学んで帰ってきた
後にすぐに辞めてしまう」という話を、駐在員マネージャーから聞いたことがある。ちなみに、このマネ

ージャーは日本人ではなく、日本国内にて留学後に日本法人に就職した現地人である。日本と現地の雇用

の流動性の違いを示唆する現象である。 
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４−２	 ‘リモートエンジニアリング’による活用 
	 現場従業員の流動性がそれほど高くない日本国内は、海外とは逆に、能力を育成するために

は望ましい環境である。12	 ちなみに、この現場従業員の流動性の違いにこそ、「他国企業が、

日系中小企業と同レベルの量産整流化およびプチ製品開発サービスを提供することを困難にさ

せる」コアな理由が存在する。労働市場の流動性の高さは、新興国だけでなく、欧米諸国にお

いても、ホワイトカラーではなく、現場従業員に限って言えば、同様である。13 

	 しかし、ここで自然と次の二つの疑問が湧いてくる。一つは「なぜ、日本国内にアレンジ能

力の膨大な蓄積が存在するのか」という疑問である。当然のことながら、現場労働者の長期雇

用を行い、活動してさえいれば、自動的にアレンジ能力が育成されるわけではない。ただ、こ

の疑問は、海外展開というテーマとは関係していないわけではないが、やや外れる問いであり、

また、満足のいく説明を行うためには、かなりの紙幅を必要とする。したがって、本論文では

別途補論にて触れることにし、以下では、国内にアレンジ能力の膨大な蓄積が存在することを

仮定して、議論を進めていく。 

	 もう一つは「どうすれば、国内の蓄積を海外にて活用することができるのか」という疑問で

ある。たとえ国内に膨大な蓄積が存在する企業であっても、それを海外現地拠点にて十分に活

用することを可能にする仕組みがなければ、現地拠点が高いアレンジ能力を保有する状態には

ならない。事実、我々の調査でも、そういった仕組みが存在しないために、国内では堅調なの

に、海外では苦戦している、といったタイプの企業を、何社も見かけた。14	 本項では、こちら

の問題を取り扱う。 

	 アレンジ能力に限らず「国内で蓄積した能力を海外にて活用する」というテーマにおいては、

                                            
12 アカデミックな中小企業論に関する知識をある程度保有している人々にとっては、「日本国内は現場従
業員の流動性が低い」という主張を聞いた場合、「実態に反する」と思われるかもしれない。たしかに、旋

盤工のような職人的な労働者の流動性については、低くはないと思われる。しかし、そういった職人タイ

プの従業員の流動性と職人タイプではなく量産工程を担当する従業員および開発者の流動性は、大きく異

なる。後者の流動性は、少なくとも本論文が主要な対象とする従業員数 50人以上の規模の企業においては、
極めて低いと思われる。 
	 この点を支持する論文としては、例えば、松島（2005）が挙げられる。同著では、金属プレス部品の自
動車１次サプライヤーであるフタバ産業および豊田鉄工の２次サプライヤー20社に対するアンケート調
査、およびこのなかの５社に対する工場訪問と経営者へのインタビュー調査に基づいて、これらの企業の

戦後以降から 2000年代あたりまでの実態把握が詳細に行われている。そして、その調査結果として「大
半の２次サプライヤーでは、現場従業員の長期雇用が行われている」点が記載されている。 
	 我々は中小企業の国内拠点に対しても 100社近く訪問を行ってきたが、その調査結果も、基本的に松島
（2005）と同様な結果であった。なお、それらの訪問先には、自動車産業以外の機械産業の中小企業も多
数含まれている。 
13 「ホワイトカラーにおける雇用の流動性については、実際は、日本だけではなく欧米においてもそれほ
ど高くない」という点と、「しかしながら、ブルーカラーの流動性においては、日本だけが低く、欧米は総

じて高い」という点については、少し古い文献ではあるが、小池（1985）第４節にて記されている。 
14 例えば、粉体装置（液体を粉体にする装置）を製造している中小企業が、このタイプに該当する企業で
あった。同社国内における直近 30年の業績は、極めて堅調に推移していた。ところが、海外現地拠点の方
は、設立後一度として黒字を出さない状態で 5年以上が経過していた。 
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‘移転’というアプローチで議論が行われることが、圧倒的に多い。このアプローチでは、基

本的に‘能力を現地に持っていく’ことが前提とされ、その前提の中で、「移転しやすい能力の

形態とは、どのような形態か」とか「そのような形態にするためには、どうすればよいか」と

いった問題が考察される。 

	 もちろん、中小企業のアレンジ能力に関する問題においても、‘移転’を容易にする工夫は、

重要である。我々が調査した成功中小企業においても、そういった工夫を、いくつも確認する

ことができた。例えば、治具や工具、ひいては製造装置を自社で作成することは、アレンジ能

力を機械に体化させる工夫の典型例であろう。あるいは、作業標準票をつくり、そのフォーマ

ットにカイゼンの結果を記載することによって工程アレンジ能力を形式知化することも、もう

一つの典型的な工夫である。能力の機械や紙（＝資料）への体化は、移転を容易にするからで

ある。 

	 しかし、アプローチは‘移転’だけではない。実は、それ以外にも存在する。それが‘リモ

ートエンジニアリング’というアプローチである。15	 本論で強調したいのは、こちらのアプロ

ーチによる工夫である。 

	 ‘リモートエンジニアリング’とは、我々の造語であり、「日本国内にて、海外拠点の受注に

関するアレンジ作業の一部を行う」ことを指す。例えば、海外で獲得したスライド式携帯電話

用バネの受注において、「スライドしやすくするためには、素材を〇〇にし、装置のセッティン

グを××にするとよいかもしれない」といったアレンジに関するアイデア考案を、現地の従業

員ではなく、国内にいるエンジニアが担当している場合、（そのアイデアの実行については、現

地拠点にて現地の従業員が行ったとしても）‘リモートエンジニアリング’が行われている。‘移

転’も‘リモートエンジニアリング’も、作業と能力の地理的乖離を解決する手段である点は

同じだが、前者は能力の方を（海外へ）移動させるのに対して、後者は作業の方を（国内へ）

移動させる点が異なる。 

	 「‘リモートエンジニアリング’と類似の概念はあるか」といった質問をした場合、いわゆる

‘マザー工場制’や‘ディスタンスラーニング’を頭に浮かべる方は多いだろう。だが、それ

らと‘リモートエンジニアリング’は、似て非なるものである。‘マザー工場制’と‘ディスタ

ンスラーニング’は、どちらも（前項で提示した括りで言えば）「国内で育成した能力を活用す

る」ための手段というよりかは「海外で能力を育成する」ための手段であり、仮に「国内で育

成した能力を活用する」手段として認識した場合も、‘移転’を促進するための手段に該当する

ものだからである。 

                                            
15 正確には‘リモート遂行’と書くべきかもしれない。ここまでの議論の流れにおいては、対象としてい
る能力をエンジニアリングだけに限定していないからである。しかし、ここでは議論の簡略化のために、

あえてこのように記載した。 
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	 もし、日本に存在するエンジニアの大半を海外拠点に移転することができるならば、‘移転’

という手段のみで現地に高い製品・工程アレンジ能力を揃えられるかもしれない。しかし、日

本の中小企業において、そのような手を打つことは、現実的に不可能である。中小企業の国内

拠点で働く多くの現場従業員は、地元出身者であり、その地域に根ざしており、前述したよう

に、中小企業ではエンジニア（＝製品や工程のアレンジを担当する人）は、そのような現場従

業員の中から創られるからである。そして、中小企業の、特に地方の中小企業の経営者は、地

元への貢献、その土地での活動規模の維持を企業の目的に含めることも多いからである。 

	 逆に、そのような現状を踏まえると、‘リモートエンジニアリング’は、中小企業にとって極

めて魅力的な手段に見えてくる。海外に派遣しなければならないエンジニアの数を増やさずに、

なおかつ、国内でのエンジニアの雇用を維持しつつ、国内で蓄積した能力を利用する手段だか

らである。 

	 しかし、本当にリモートでエンジニアリングを行うことなどできるのだろうか。 

	 原理的には、作業の一部分については可能である、と言える。エンジニアリングの作業は、「製

品や工程をどうアレンジするか」についてのアイデアを発想する作業と発想したアイデアを実

行する作業（例えば、アイデア通りに素材や機械のセッティングや作業動作を変更する作業）

の二つに分けることができる。機械や素材（あるいは作業者）といった現地に存在する物体に

直接触れる必要のある前者の作業については、現地にて行わざるをえない。その一方で、後者

の作業については、リモートで行うことは可能である。アイデアは情報であり、情報はリモー

トで飛ばすことが容易だからである。 

	 だが、原理的には可能である手段であっても、それを実際に巧く機能させるためには、当然

のことながら、満たさねばならない条件というものが存在する。リモートエンジニアリングを

機能させる上でクリアせねばならない条件は、少なくとも二つある。一つは「日本拠点が海外

現地拠点の製品と工程を深く把握していること」である。アレンジする対象を深く把握するこ

となしに、よいアイデアが浮かぶことなど、まずない。もう一つは「海外現地拠点に日本で生

み出されたアイデアを正しく解釈し、実行できる体制が整っていること」である。説明するま

でもないが、生み出されたアイデアがいくらよいものであっても、実際にそのアイデア通りに

製品や工程のアレンジがなされなければ、顧客満足にはつながらない。 

	 その条件を満たすための手配りに、企業側の創意工夫が隠れている。ここでは、我々が調査

した成功企業において観察された工夫を、二つ挙げておく。 

	 一つは「日本拠点で長い期間かけて育てられたエンジニアの何人かを海外拠点に駐在させる」

という工夫である。これらのエンジニアが現地にいることは、アイデアの実行可能性が高まる

ことはもちろんのこと、国内拠点が現地の製品や工程を把握する上でも役立つ。日本拠点での

経験が長いエンジニアだからこそ、現地の状況を日本のエンジニアにより正確にかつ濃密に伝
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えることができるのである。 

	 この点を考慮に入れると、エンジニアの‘移転’を全く行わない、というのは、逆に問題で

あると言えるだろう。‘リモートエンジニアリング’と‘移転’は、二者択一ではなく、補完的

な関係なのである。 

	 上記の工夫は、文章に書くと当たり前のように見えるが、案外行われていない。我々の調査

においても、現地にて雇ったエンジニアしかいない海外拠点、もしくは、そもそも経験のある

エンジニアがいない海外拠点は、少なからず存在した。 

	 もう一つは「海外拠点に、国内で使用した経験のあるラインと類似のラインを複製する」と

いう工夫である。例えば、国内で使用していた設備の大半を海外拠点に持っていく、という現

象は、そういった試みが垣間見える現象の一つである。ただし、ここでのポイントは、ライン、

つまり、一連の工程全体を複製する、という点にある。工程の一部で用いられる装置のみを持

っていくことや、一部の工程の作業標準のみを複製することは、該当しない。 

	 こちらの工夫も両方の条件のクリアに寄与する。過去に使用したことのあるラインだからこ

そ、現地拠点に行かなくても、工程やその工程を流れる製品について、深く正確に把握するこ

とができ、アレンジのアイデアも浮かびやすくなる。また、国内のエンジニアと現地駐在のエ

ンジニアでラインのイメージが共有できていることは、アイデアを正確に伝えることにも貢献

するだろう。 

	 先ほどは、設備の内製やカスタマイズ、作業動作の形式知化を、アレンジ能力の‘移転’の

工夫として述べた。しかし、それらは‘リモートエンジニアリング’を機能させるための工夫

にもなりうる。内製や形式知化は、ライン複製の実行を容易にするからである。 

	 ちなみに、こちらの工夫についても、実施していない企業が案外多い。例えば、現地拠点の

設立にあたり最新の装置を部分的に購入したり、現地の労働者の特徴に合わせて作業動作を抜

本的に変更したりといった形で、海外展開している企業は、少なからず存在する。 

	 以上の二つの工夫は、抽象的にまとめると、どちらも「アレンジのアイデアとアレンジする

対象に関する情報の、創造と拠点間伝達（発信と受信）を活発にし、整備するための工夫」で

あると言える。‘リモートエンジニアリング’を機能させるための手配りを考案する上でのキー

は、そういった情報の面にあるのかもしれない。 

 

４−３	 商人とコーディネーターの長期間育成システムの整備 
	 話をアレンジ能力から商人とコーディネーターに移そう。 

	 エンジニアに関しては、中小企業においては、外部から調達することが困難であり、その育

成には同一企業での長期間の現場経験が不可欠であり、日本以外でその経験をさせることは難

しい、と述べた。これらのことは、企業家的商人とカスタマー・エンジニアコーディネーター
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の調達・育成においても、基本的には当てはまる。 

	 企業家的商人であっても、自社の製品や工程を、そして、それらのアレンジに関するノウハ

ウを、ある程度知っておかねばならない。それらの知識を保有していなければ、商談の際に顧

客に自社のウリを十分に説明することができないからである。カスタマー・エンジニアコーデ

ィネーターにおいても、同様である。それらに関する十分な知識なしで、顧客とエンジニア間

の情報の橋渡しを巧く行なうことなどできるはずもないであろう。 

	 それらの知識を獲得できる場所が日本国内での現場経験をおいて他にはない、という点も同

様である。その種の知識を習得する上で、多くのエンジニアがリアルタイムでアレンジの作業

を行っているものづくり現場に日常的に通うことに勝る方法はなく、少なくても中小企業にお

いては、今の所そのような現場は、日本拠点以外に存在しないからである。実際に、我々が成

功企業調査にて出会った商人とコーディネーターの大半は、数年単位の日本のものづくり現場

における経験を保有していた。 

	 だが、その一方で、エンジニアと商人・コーディネーターとでは、異なる点もいくつかある。 

	 まず、実務経験なしの育成ルートも存在する、という点である。このルートの対象となるの

は、経営者一族である。経営者一族、例えば、経営者の息子は、子供の頃から親の会社に触れ

る機会に恵まれている。それゆえに、実務経験を積まなくとも、経営者一族としての人生経験

の中で、知識を蓄積することができるのである。現実においても、成功している中小企業では、

経営者一族（特に息子や弟）が、入社してそれほど年月が経っていないタイミングで現地のト

ップとなり、商人およびコーディネーターの機能（特に商人の機能）を担っている、というケ

ースは多い。 

	 ものづくり現場に関する知識が必要であるといっても、商人やコーディネーターとエンジニ

アでは、必要とされるレベルが大きく異なる。商人やコーディネーターの職務を遂行する上で

は、専門的で細かいレベルの知識までは求められない。実務経験なしの育成ルートが商人やコ

ーディネーターにおいてのみ成立するのは、このためである。	  

	 ただし、実務経験なしのルートであれ、実務経験を通じたルートであれ、年月をかけて育成

されることには変わりない。どちらにしても、商人とコーディネーターを現地に供給するため

には、そのような長期間育成システムが整備されていなければならないのである。 

	 エンジニアと商人・コーディネーターの違いは、「遠隔地での機能の肩代わりが可能かどうか」

においても、存在する。既に述べたように、エンジニアリングについては、その一部をリモー

トで行える。しかし、商人的役割とコーディネーションについては、それは極めて難しい。ど

ちらも顧客と情報を濃密に交換する必要のある職務だからである。他社の人間である顧客と濃

密に情報交換するためには、やはり、空間を共有し、フェイスツウフェイスで会話する機会を

頻繁に持たざるを得ないのである。顧客とのインターフェイスに関連する機能については、顧
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客のいる場所に設置することが不可欠である、と言えるだろう。 

 

５．インプリケーション 
 

５−１	 日本型成功モデルになりうる可能性 
	 本論では、ものづくり中小企業の海外展開について、その成功モデルに関する考察を行って

きた。より具体的に言えば、我々が行ってきた数十社に対するフィールドスタディーを基に、‘日

常的な量産製品’に対するサプライヤーを主要な対象にした成功モデルの一つを提示してきた。

提示したモデルの内容を要約すれば、以下のようになる。 

 

・	 現地で持続的に顧客を獲得するために、スタティックな要因（＝商談開始前後で‘変化しな

い’要因）による差別化ではなく、ダイナミックな要因（＝商談開始前後で‘変化する’要

因）に基づいた差別化を採用している。具体的には、ハイクオリティーな‘量産整流化サー

ビス’（＝製品量産の一連の流れを整えることを通じて、QCDの向上を提供するサービス）

と‘プチ製品開発’の提供を、持続的な差別化要因としている。 

・	 それらの差別化要因によって成功する上で不可欠である「高いレベルの製品・工程アレンジ

能力」、「カスタマー・エンジニアコーディネーター」、「企業家的商人（＝新規受注の開拓を

積極的に試みる、商談に対する相当な権限を委任された、営業マン）」という三つの要素を、

海外現地拠点に揃えている。 

・	 そして、それらの要素を現地拠点に供給するためのシステム的工夫として、「国内で育成し

たアレンジ能力の積極的利用」、「‘リモートエンジニアリング’（＝日本国内にて、海外拠点

の受注に関するアレンジ作業の一部を行うこと）による活用」、「商人とコーディネーターの

長期間育成システムの整備」という三つの工夫を採り入れている。 

	  

	 最後に、ここまでの内容から得られる示唆を、やや自由なスタンスで、簡単に議論しておく。 

	 まず提示したいのは、「上記で提示したモデルは、‘日本型’の成功モデルの一つとなりうる

可能性がある」という示唆である。 

	 このように考える最大の理由は、上記で提示した成功モデルが、日本のものづくり中小企業

が（その中でも特に‘日常的な量産製品’に対するサプライヤーの多くが）共有している特徴

を活かしたモデルとなっている、という点にある。 

	 日本の中小企業、特に系列サプライヤーの特徴を表す概念として古くから頻繁に用いられて

きたものとして、‘カイゼン’と‘承認図方式’（＝顧客側が基本仕様を提示し、それに基づい

てメーカー側が部品を開発し、設計図を作成し、顧客の承認を受け、部品を製造する方式）が
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挙げられる。第２節でも述べたように、‘量産整流化’サービスと‘プチ製品開発’という概念

は、それらの概念を差別化要因となりうる形に変換することによって、創り上げられた概念で

ある。つまり、本論文で提示した海外における成功モデルは、下請時代から培われてきた強み

を、受注を獲得するためのコア要因に据えているモデルなのである。 

	 特徴を活かしているのは、差別化要因の部分だけにとどまらない。「現場従業員の流動性が低

い国を本国とすること」と「利潤だけでなく、地元への貢献、その土地での活動規模の維持が

企業の目的に含まれてくること」もまた、多くの日本のものづくり中小企業が共有する特徴で

ある。そして、第４節で述べたように、必要な要素を供給するためのシステム的工夫は、特に

「国内で育成したアレンジ能力の積極的利用」と「リモートエンジニアリング」という工夫は、

それらの特徴を活かす形の工夫となっている。 

	 もちろん、本論で提示したモデルとは異なるパターンで成功する企業も出てくるだろう。例

えば、低価格を差別化要因として、ジプシーのように労働賃金の安い国へと移動していくとい

うパターンによって成功している中小企業も、現実に存在する。あるいは、特殊技術が体化し

た装置の移転と低賃金労働者による組立や検査工程でのコストカットを組み合わせることで成

功している中小企業にも、出会ったことがある。 

	 だが、既に備わっている特徴を活かしたモデルは、特徴をそれほど活かしていないモデル（さ

らに言えば、特徴に逆らったモデル）と比べて、実施の難易度が低く、成功する確率も高い。

したがって、マクロ的な観点で見た場合、本論文で提示したモデルが普及する可能性、言い換

えれば、日本型モデルになりうる可能性は、十分にあるのではないだろうか。 

 

５−２	 下請モデルからのバージョンアップ 
	 前項では「既にある特徴を活かす」という点を強調したが、それは「新しいことが何も加わ

っていない」ということを意味しない。上記で提示したモデルには、所謂系列下請企業が国内

で行ってきた経営の延長で海外に進出した場合には存在しえないような内容が、少なくとも三

つほど付け加わっていると思われる。 

	 一つ目は、「強みの戦略化」である。上述したモデルでは、‘量産整流化’サービスと‘プチ

製品開発’を受注獲得のための差別化要因として、競争戦略の観点から積極的に利用しようと

している。たしかに、前項で述べたように、それらのサービスは、国内にて系列下請時代から

既に親企業に対して提供されてきたものである。しかし、多くの企業がそれを明確に差別化要

因として位置づけていたかというと、大いに疑問が残る。 

	 二つ目は、「アレンジ能力を現地拠点へ供給するためのシステム」である。上記の二つのサー

ビスと同様、それを提供するために不可欠な能力である製品・工程アレンジ能力についても、

その蓄積は系列下請時代から行われてきている。だが、国内で育成したアレンジ能力を積極的
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利用するスタンスと、それを実施するための‘リモートエンジニアリング’は、海外に進出す

る際に初めて必要となるモデルパーツである。また、これらのパーツは、今までの国内系列下

請の経営の延長で半ば自然に発想され、構築されるものとは、到底考えられない。 

	 三つ目は、「顧客との関係構築機能のビルドイン」である。顧客との関係構築機能とは、具体

的に言えば、「企業家的商人」と「カスタマー・エンジニアコーディネーター」が担う機能（特

に前者）と、それを現地に供給するための「長期間育成システム」のことを指す。売上の大部

分を長期的に特定の主要顧客に依存し、どちらかといえば受動的に顧客とやりとりしてきた多

くの系列下請企業にとって、これらのパーツは新奇性の高いものである、という点に関しては、

説明の必要はないであろう。 

	 本論で提示したモデルは、たしかに、国内系列下請時代の経営モデルがベースとなりうるモ

デルであろう。しかし、「その延長上にあり自然と行き着くモデルではなく、バージョンアップ

が必要とされるモデルである」とも言えるであろう。 

 

５−３	 海外成功と国内堅調はセット	  
	 「バージョンアップの内容の中に、ものづくり企業の成功モデルにもかかわらず、顧客との

関係構築機能というものづくりとは直接は関係のない機能が含まれている」ということは、今

回の調査と分析の中で意外と感じる考察結果の一つである。 

	 意外さを感じさせる考察結果は、もう一つある。それは「海外展開の成功モデルにもかから

ず、現地拠点にて揃えねばならない要素の供給基地（＝育成拠点）が基本的に日本国内にある」

という点である。そして、それが提示する最後の示唆へとつながる。「本論で提示したモデルに

て海外で成功を収める場合、半ば必然的に国内拠点の堅調が伴う」という示唆である。 

	 ある程度論理的に想像のつく話であると思われる。海外にて成功できるほどの高いレベルの

アレンジ能力を（リモートでの提供も含めて）現地拠点に提供できる体制が国内拠点に整って

いるのならば、国内拠点が国内の事業のためにそれらを使わないはずはないだろう。同様に、

商人やコーディネーターについても、それらを長期的に育成する主要な仕組みが国内の現場に

存在する場合、海外においてだけでなく、国内においても育成した人材を積極的に活用する、

という手が打たれているのが自然の流れだと思われる。 

	 以上のことは、国内拠点でも、次のような日常業務の中での受注獲得と能力構築のポジティ

ブスパイラルが起こっていることを推測させる。企業家的商人がハイレベルな製品・工程アレ

ンジ能力を武器に、新規受注を獲得してくる。穫ってきた受注を、高いアレンジ能力を持つも

のづくり現場とカスタマー・エンジニアコーディネーターがコラボレーションすることにより、

顧客を満足させる形に仕上げる。そのようなプチイノベーティブな仕事を日常的に継続して行

うことを通じて、エンジニア、商人、コーディネーターはさらに育つ。その結果、企業家的商
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人がさらにハイレベルなアレンジ能力を武器に、別の新規受注を獲得してくる・・・。このよ

うなスパイラルが起きている国内拠点の業績は、大幅なアップはしていなくとも、堅調である

に違いない。 

	 実際に、このことを示唆する統計結果もいくつか見たことがある。16	 また、我々が調査した

サンプルにおいても、海外にて成功している中小企業は、例外なく国内が堅調であった。 

	 昨今、国内の優良中小企業には、国内拠点の存続に対する負の影響を懸念して、海外展開に

二の足を踏んでいる経営者の方々が、少なからずいるようだ。また、空洞化を恐れて、海外進

出への支援に慎重な行政等の関係者も、ゼロではない。それらの方々にとっては、本項の示唆

は、海外展開という選択肢に対するイメージをポジティブな方向に振る力を備えている。本論

で提示したモデルに基づいた中小企業の国際化は、ドーナツ型ではなく、ピザパイ型になる可

能性を秘めているからである。 

	 ところが、全く逆に、本項の示唆がネガティブな方向に振る力となりうる方々も存在する。

海外展開という選択肢を、国内での低迷を挽回する一発逆転のチャンスとして捉えている経営

者および関係者である。リーマン不況、円高、震災というトリプルパンチが海外展開ブームの

引き金となった今の日本においては、そういった方々もまた数多い。 

	 繰り返しとなるが、もちろん、本論文で提供したモデルを唯一の成功モデルと主張するつも

りはない。しかし、現実には‘強い国内拠点を徹底的に活かす’モデルによって海外で成功を

収めている中小企業も、少なからず存在する。そのことを心に留めておくことで損をすること

はないのではないだろうか。 

 

補論：アレンジ業務を通じた能力蓄積と国内での活動堅調の必要性 
	  

	 中小企業において、製品・工程アレンジ能力は、基本的には、受注した仕事の中に存在する

アレンジに関連する業務を実際に行う中で、育まれていく。この点について、以下ではしばら

くの間、プレス加工（金型で金属を押して形状を変化させる加工）にてエキゾーストマニフォ

                                            
16 例えば、長野県諏訪地域に国内拠点があり海外展開をしている企業 41社の 1995年から 2005年にか
けての国内売上高推移を調べてみた所、実に 23社（＝78%）の売上高が上昇もしくは維持していた。（う
ち 21社（＝51％）が上昇、11社（＝27％）が維持であった。）41社のうちの大半が中小企業であること
は、言うまでもない。 
	 一方、静岡県中遠・西遠地域に国内拠点があり海外展開をしている中堅・中小企業 15社に対しても 1996
年から 2005年にかけての国内売上高の推移を調査してみたが、類似の結果が出ている。15社のうち７社
は国内売上高を 3％以上上昇させており、0％から 3％の成長率の企業も 3社存在する。これらを合わせる
だけで３分の２を占める。加えて、縮小が 3％未満に留まっている企業も 2社存在する。3％以上縮小して
いる企業は３社に過ぎなかった。なお、中遠・西遠地域の 15社に関する海外展開については、浜松・岸本・
岸（2012）にてさらに詳しい議論も行っている。そちらも参照してもらいたい。 
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ールドの一部分を製造している自動車の二次サプライヤー（ここでは S社としておく）の例を

用いて、説明をしていく。抽象的な議論は、後半にて行う。 

 

	  

 

 

	 エキゾーストマニフォールドとは、多気筒エンジンの各シリンダーから出た排気ガスを、一

本（あるいは二本）のマフラー（ターボ車ならタービン）に導く集合管である。エンジンのパ

ワーやトルク特性は、このパイプの長さや太さ、間借り、集合の仕方等によって、変わってく

る。また、自動車のエンジン周りには、様々な他の部品が密集しているが、パイプはその位置

のつじつま合わせとして最後に設計されることも多い。したがって、新しいモデルを製造する

際には、今まで製造してきたものとはやや異なる形状を求められることが多い、というのがこ
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の部品の特徴である。 

	 ある日、S社に「図１を完成品とするような製品をつくれないか」という発注依頼が、図１の

設計データとともに顧客から送られてきた。図１の（ア）の形状を、（イ）のように底の部分を

タテに曲げると完成品となる。図２は今回の注文の品に関する（ア）に相当する写真（半製品

の状態）である。 

	 簡易的に説明すれば、S社は基本点に製品を図３のような工程によって生産をしている。原材

料である金属の平板を、プレスによる加工を何回か行うことによって基本的な形状をつくり出

し、その後、必要であれば、レーザー加工や切削によって仕上げるのである。なお、以下では、

話を簡単にするために、プレス工程のみで加工すると仮定して話を進めていく。 

	 各プレス工程では、使用するプレス機や金型の形状、押し方（押すスピード等）などによっ

て、材料および半製品の変化の仕方が変わってくる。「プレス機を何台利用するか（≒何工程に

するのか）」、「使用する順番をどうするか」、「各工程でどの機械を利用するか」、「どのような形

状の金型を使用するのか」、「どのように押すのか」等を工夫することによって、つまり、工程

をいじることによって、様々な形状の製品を製造することができるようになる。また、同じ形

状の製品でも生産における Q（品質）C（コスト）D（納期）を変化させることができる。ちな

みに、それらの工夫の中で最も大きな影響を持つのが、金型の形状である。金型は、言うなら

ば、プレス機における取外し可能な重要パーツである。S社では、そのような製造装置パーツの

改造の意味を持つ金型設計およびその製作の大部分を自社で行っている。 

 

 

	 さて、今回の製品を製造するにあたって、図１の（イ）のような製品の下部を折り曲げる加
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工については、既に過去に何度もやったことのある加工であった。言い換えれば、今回の注文

における要求の一部分については、既に蓄積している工程アレンジ能力で対応できるものだっ

たのである。ところが、残りの部分、特に筒を円錐状にではなく、右斜めに高さをつけて傾け

ていく加工（図で説明すると、図４の（ウ）のような加工）については、過去に量産にて採り

入れたことのない加工だった。ちなみに、この右斜めに高さをつけて傾けていく加工は、プレ

ス加工によって行う場合、極めて難易度の高い加工だそうである。 

	 この新たな部分の工程設計について、S社では、金型設計を中心に思考錯誤が行われ、その一

部については試し打ちが行われた。数週間におけるトライ&エラーの結果、この部分についての

加工方法は発見され、無事、その結果を顧客に報告することができた。 

	 成し遂げることができた一つの大きな原因は、過去の受注業務で得た加工の経験を発想のヒ

ントにした点にあった。過去の業務において、鉄板を円筒にした後、その円筒の中心部からや

や右側をある方法でプレスすると、円筒が右斜めに少しずれることを発見していた（図４の（オ）

を参照）。この経験をヒントに、図４の（エ）のように右斜めの部分を複数回プレスしてみた結

果、図１（および図２）のような形状をつくり出すことが出来たのである。 

	 今回の受注を経験することによって、S社が得たものの一つは、言うまでもなく「右斜めに高

さをつけて傾けていく」形状をつくり出す上での工程に関するノウハウである。このノウハウ

は、新たな注文において、その仕事の一部分にダイレクトに利用できる時があるだろう。（今回

の注文における図１の（イ）の部分の加工ノウハウと同じパターン）。あるいは、直接利用でき

なくとも、発想のヒントという形で利用できる場合もあるだろう。（図４の（オ）の加工経験と

同じパターン）可能性がある。その意味で、S社の製品・工程アレンジ能力が一つレベルアップ

したと言える。 

 
	 以上の S社の事例は、次のように抽象化することができる（図５を参照のこと）。 
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	 ある Aという注文にて顧客のニーズを満足させるために解決しなければならない課題がいく

つかあるとする。そのような課題のうち大部分については、既に蓄積されている製品・工程ア

レンジ能力を直接的に利用することによって解決することができる。しかし、残りの一部につ

いては、それらを直接的に利用するだけでは解決することができない。ここでも既に蓄積され

ている能力は発想のタネという形で解決の手助けをするが、やはり、実際に注文を受けたあと

に作業を行う中で能力を新たに蓄積しなければ、解決はできないのである。だが、それは同時

に、もし注文を納品できた場合、企業には新たな能力が蓄積されることを意味する。 

	 注文 Aにて新たに蓄積された能力は、未来の注文において、直接もしくは発想のタネとして

利用できうる。そのような新たな蓄積が加わることによって、より難易度の高い Bという注文

を受注できるようになるのである。そして、注文 Bにおいては、再び、注文 Aと同様な能力の

利用と蓄積が起こる。・・・。 

	 S社の事例は、自動車プレス部品の工程アレンジに関する例であった。しかし、上述したよう

なアレンジを伴う注文の日常的な遂行を通じた能力の利用と蓄積のスパイラルアップは、他の

製品における工程アレンジにおいても、また、製品設計のアレンジにおいても、同様に当ては

まるものである。たしかに、作業工程や工程にて使われる装置や道具は、そして、日常的に製

造される製品は、企業にとって異なるであろう。つまり、‘どのような’アレンジ能力が蓄積さ

れるのか、については、企業間で違いが存在する。しかし、‘どのように’アレンジ能力が蓄積

されるのか、については、違いはない。蓄積の基本メカニズムは同じなのである。 

	 少なくとも、中小企業においては、上記のメカニズムがアレンジ能力蓄積の基礎メカニズム

であると思われる。本編での述べたように、資源の制約等の事情にて、現場での業務とは独立

して育成活動を行うことが難しいからである。17 

	 日系ものづくり中小企業は、特に系列下請メーカーだった企業は、かなり以前から主要顧客

からの日々の仕事の中で、‘カイゼン’や‘承認図方式’の仕事を、つまり、何らかのアレンジ

業務が伴う仕事を、行い続けてきた。つまり、何十年もの間、日常業務の中で利用と蓄積のス

パイラルを回し続けてきたのである。多くの日系ものづくり中小企業の国内拠点にアレンジ能

力の膨大な蓄積が存在する最大の理由は、この点にある。 

	 その一方で、上記の内容は、仮に国内にてアレンジ業務を日常的に行わなくなった場合、製

品・工程アレンジ能力の蓄積はストップすることを意味する。さらに言えば、蓄積がストップ

するだけに留まらず、能力が低下することも十分にありうる。海外拠点の受注のリモートエン

                                            
17 ちなみに、中小企業においては、産業転換といった大きな現象についても、その大半は、このような日
常的な仕事を通じた小さな能力の利用と蓄積の長期的な結果として生まれる現象であると思われる。なお

産業転換の例としては「もともとカメラ用バネをつくっていたメーカーが、プリンター用バネ、スライド

式携帯電話用バネ、ひいては医療機器であるカテーテル用のバネをつくるメーカーへと転換する」といっ

た例が挙げられる。 
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ジニアリングの業務だけで、国内にてアレンジの業務を十分に確保することができるとは、考

え難いからである。そして、能力が蓄積される主な器は、現場従業員だからである。そのよう

な現場従業員は、たとえ長期雇用を採用しているとしても、長期的にはやはり入れ替わってい

く。 

	 これらのことを考えると、日系ものづくり中小企業における海外拠点と国内拠点の関係は、

本編で述べた「海外で成功している企業は、国内でも堅調」という単なるパフォーマンス上の

相関関係を越え、「海外で成功しつづけるためには、国内にて堅調に活動し続けなければならな

い」という因果の伴う関係なのかもしれない。 
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